
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
【６，１５０（６，５４０）百万円】

（平成26年度補正予算 １,８５０百万円）

対策のポイント
農山漁村活性化法に基づき市町村等が作成した定住・交流促進のための活

性化計画の実現に向けて、施設整備を中心とした総合的な取組を支援します。

＜背景／課題＞
・高齢化や人口減少が都市に先駆けて進行している農山漁村においては、小規模集落が
増加するなど集落機能が低下しつつあります。

・農山漁村の活性化を推進するためには、地域で受け継がれてきた豊かな資源を活用し、
農林漁業者等のニーズを踏まえて、地域の創意工夫と主体的な取組によるきめ細やか
な条件整備への支援が必要です。

政策目標
○全国250市町村において、定住、交流に資する農山漁村の活性化に向けた新
たな取組を創出（平成24～28年度）

○地域間交流拠点の整備による交流人口の増加（平成30年度までに500万人）

＜主な内容＞

１．生産基盤及び施設の整備：定住等の促進に資する農林漁業の振興を図るための
生産基盤及び施設の整備を支援します。

２．生活環境施設の整備：定住等を促進するための集落における生活環境施設の
整備を支援します。

３．地域間交流拠点等の整備：地域間交流の拠点となる施設等の整備を支援します。

交付率：都道府県及び市町村へは定額

（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）

事業実施主体：都道府県、市町村、農林漁業者等の組織する団体等

【連携プロジェクト】

○ 子ども農山漁村交流プロジェクト
子どもの農山漁村での宿泊による農林漁業体験や自然体験活動等を推進するた

め、受入側の宿泊体験施設・教育農園等の整備を支援します。

○ 「農」と福祉の連携プロジェクト
高齢者や障害者、生活困窮者等を対象とした福祉農園の拡大・定着に向けて、高

齢者の生きがい等を目的とする農園等の整備を支援します。

○ 農観連携プロジェクト
グリーン・ツーリズムと他の観光の組合せや、訪日外国人旅行者を農山漁村へ呼

び込むための受入側の農家民宿、伝統文化継承施設等の整備を支援します。

○ 空き家・廃校活用交流プロジェクト
農山漁村に賦存する空き家・廃校等の地域資源を活用し、田舎暮らし希望者の受

け皿や集落拠点の核となる多機能な施設の整備を支援します。

［お問い合わせ先：農村振興局農村整備官 （０３－３５０１－０８１４）］

［平成27年度予算の概要］
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美しい農村再生支援事業
【３００（１，０００）百万円】

対策のポイント
農村の棚田や疏水等の有する美しい景観や伝統等の総合的な価値を農村の付

加価値として新たに蘇らせ、農業・農村の活性化を図る取組を支援します。

＜背景／課題＞

・地域に受け継がれてきた棚田、疏水等は、日本社会の形成過程や伝統文化、経験に裏

打ちされた持続可能な資源管理の方法など、農村の総合的な価値を構成していますが、

現代においてはその価値が希少化するとともに、その保全・継承が困難化しています。

・農村の景観、伝統等の価値の現代的な意義を評価し、現代及び将来の日本社会に提供

する農村の付加価値として再生するとともに、美しく伝統ある農村を次世代に継承す

る取組を支援する必要があります。

政策目標
年間40地域で、農村の総合的な価値の再生・継承に向けた取組を実施（平成

26年度～29年度）

＜主な内容＞

日本の棚田百選、疏水百選のうち法律に基づく景観保全等に取り組む地区や国際連合

食糧農業機関（ＦＡＯ）が認定した世界農業遺産（ＧＩＡＨＳ）に該当する地域を対象

に以下の支援を行います。

１．農村の価値の向上・継承 ２６０（４００）百万円
農村の有する景観や伝統等に着目し、地域住民を巻き込みながら、農村の総合的

な価値を向上・継承するための活動計画づくり・体制整備等の取組や、地域産品の

ブランド化等の地域活性化の取組の立ち上げに対して支援します。

補助率：定額（１計画当たり上限600万円 等）

事業実施主体：市町村等

２．残したい農村資源の保全・復元 ４０（６００）百万円
体制整備や活動立ち上げ等の上記１の活動に併せて必要となる棚田や疏水等の農

村資源の整備を支援します。

補助率：１／２等（１計画当たり上限1,700万円）

事業実施主体：市町村等

［お問い合わせ先：農村振興局中山間地域振興課 （０３－３５０１－８３５９）]

［平成27年度予算の概要］
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農村の歴史的景観や伝統等を活用した農業・農村の活性化

美しい農村再生支援事業

○ 過疎化・高齢化により、集落の活力低下。
○ 潜在力はあるが十分に活用されていない農業資源が存在し、年々老朽化が進行。
○ 農村の歴史的景観や伝統等に対する都市住民のニーズの高まり。
○ 農業資源の魅力の再構築と地域活性化の機運の高まり。

現状とニーズ

美しい農村を再生する取組の必要性

平成27年度予算概算決定額【３００（１，０００）百万円】

支援内容

○ 地域住民や、都
市のボランティア等
が参加した体制づく
り、計画づくり

○ 体制整備や活動
立ち上げに付随的
に必要となる農業資
源の整備

○ 地域活性化の
取組の立ち上げ
※ 特徴的な農
村資源を活用
した地域の魅
力向上 等

新たな取組の計画づくり 住民参加による農業資源の整備 地域産品のブランド化

（棚田米）

１．農村の価値の向上・継承 （２６０百万円、補助率 定額（１計画当たり上限600万円 等） ）
２．残したい農村資源の保全・復元 （４０百万円、補助率 １／２等（１計画当たり上限1,700万円） ）

※ １のみの実施が可能
対象： ・ 日本の棚田百選、疏水百選のうち法律に基づく景観保全等に取り組む地区

・ 国際連合食糧農業機関（FAO）が認定した世界農業遺産（GIAHS）に該当する地域
事業実施主体： 市町村等

アウトプット（期待する効果）

都市住民が参加する
田植え・収穫祭

花祭りの開催 観光客訪問 外国人訪問 地域産品の
販売促進

26



都市農業機能発揮対策事業［新規］
【１９１（－）百万円】

対策のポイント
・都市農業が多様な機能を発揮していけるよう、都市農業の振興に向けた調
査・検討等を進めるとともに、都市農業の新たな取組である福祉農園につい
て、先進事例の創出等を推進します。

＜背景／課題＞
・都市農業が多様な機能を発揮していけるよう、都市農業の振興に向けた取組が求めら
れています。

・このため、関係省庁と連携して、都市農業に関する制度の調査・検討や、都市農業の
意義の啓発を進めるとともに、新たな取組である福祉農園の拡大・定着等を進めてい
く必要があります。

政策目標
○都市住民の中での都市農業に対する肯定的評価の拡大

意識・意向調査による肯定的評価の割合
52％（平成23年度）→ 70％（平成32年度）

＜主な内容＞

１．都市農業についての制度検討
都市農業の多様な機能の発揮を促進するため、国土交通省と連携し、都市農業に

関する制度等について即地的、実証的に調査・検討を実施します。
委託費

委託先：地方公共団体等

２．都市農業の意義の周知
制度検討から得られた課題を踏まえつつ、都市農業が多様な機能を発揮すること

の意義を周知するため、専門家の派遣、啓発事業の開催等を支援します。
補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

３．福祉農園の開設支援
都市農業の新たな取組である福祉農園（障害者福祉農園、高齢者福祉農園等）に

ついて、制度検討から得られた知見を生かしつつ、厚生労働省や地方公共団体と連
携し、ソフト、ハードの両面から先進事例の創出と横展開を推進します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：ＮＰＯ法人、社会福祉法人、民間団体等

［お問い合わせ先：農村振興局都市農村交流課 (０３－３５０２－００３３）］

［平成27年度予算の概要］
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祉
施
設
で
の
農
園
整
備

関 係 省 庁 と 連 携 し て 都 市 農 業 の 多 様 な 機 能 の 発 揮 に 向 け た 環 境 を 整 備

都
市
農
業
の
意
義
の
周
知

都
市

農
業

が
多

様
な

機
能

を
発

揮
す

る
こ

と
の

意
義

を
周

知
す

る
た

め
、

専
門

家
の

派
遣

、
啓

発
事

業
の

開
催

等
を

支
援

。

（
ソ
フ
ト
・
定
額
）

（
事
業
実
施
主
体
：
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、
民
間
団
体
等
）

資
料
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計
人
口
」
よ
り

日
本

の
人

口
の

推
移

と
将

来
推

計
人

口

人
口
・
社
会
の
変
化

○
人

口
の

減
少

が
進

む
中

、
都

市
の

開
発

需
要

は
減

少
。
住
宅
と
農
地
の
共
生
す
る
ま
ち
づ
く
り
が
課
題
に
。

1
1.

0

1
1.

5

1
2.

0

1
2.

5

1
3.

0

平
1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

(
千
万
人
)

総
人
口
は

Ｈ
2
0
年
を

ピ
ー
ク
に

そ
の
後
は

減
少

農
と
福
祉
の
連
携
の
推
進

○
障
害
者
の
多

様
な
就
労
機

会
の
確
保
や
高
齢
者
福
祉

に
お
け
る
介
護
メ
ニ
ュ
ー

と
し
て
「
農
」
へ
の
ニ
ー

ズ
が
拡
大
。

障
害
者
福
祉
農
園
で
の

就
業
機
会
の
確
保

都
市
農
業
の
多
様
な
機
能
の
発
揮
を
促
進
す
る
た

め
、
国
土
交
通
省
と
連
携
し
、
都
市
農
業
に
関
す
る

制
度
等
に
つ
い
て
即
地
的
、
実
証
的
に
調
査
・
検
討

を
実
施
。

（
事
業
実
施
主
体
：
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、
社
会
福
祉
法
人
、
民
間
団
体
等
）

都
市

住
民

の
都
市
農

業
・
農

地
の
役
割

へ
の
理

解

都
市
住
民

の
理
解

○
都

市
に
お
い
て
都

市
農

業
、
都

市
農

地
の

保
全

を
求
め
る
声
が
拡
大
。
一
方
で
、
そ
の
果
た
し
て
い
る

役
割

へ
の

理
解

に
は

ば
ら
つ
き
。

【
ハ
ー
ド
：
１
年
、
ソ
フ
ト
：
原

則
１

～
２

年
】

【
原
則
１
～
２
年

】

農
地
の
有
無
に
よ
る
延
焼
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

Ａ
Ｂ

Ｃ

農
地

火
元

北
東

の
風

風
速
4m
/s

Ａ
Ｂ

Ｃ

農
地
あ
り
の
場
合

農
地
が
宅
地
化
さ
れ
た
場
合

延
焼
範
囲
が
拡
大

現
地
に
お
け
る
実
証
調
査
と
検
討

2
6.
5

7
.6 7
.6

5
2.
5

3
4.
1

2
8.
8

0
50

10
0

新
鮮
で
安
全
な

農
産
物
の
供
給

農
業
体
験
・

交
流
活
動
の
場

災
害
に
備
え
た

オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス

大
い
に
果

た
し
て

い
る

あ
る
程
度

果
た
し

て
い
る

7
9
.
0

3
6
.
4

4
1
.
7

(
%
)

資
料
：
農
林
水
産
省
「
平
成
23

年
度
意
識
・
意
向
調
査
」
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小水力等再生可能エネルギー導入推進事業
【８３０（９３４）百万円】

（平成26年度補正予算 １００百万円）

対策のポイント
農業水利施設の適正な維持管理を確保するため、用水路の落差等を活用し

た小水力等発電の導入を促進します。

＜背景／課題＞

・農業水利施設は、食料供給の基盤であるのみならず、地域排水等に寄与していますが、

電気料金の値上げや施設の老朽化等による維持管理費の増大により、施設の適正な管

理が困難となっています。

・一方、用水路の落差等を活用した小水力等発電の導入により、自ら消費する電力の供

給や売電収入による施設の維持管理費の軽減が可能となります。

・このため、土地改良長期計画では、「農業水利施設を活用した小水力発電等の導入に

向けた計画作成を平成28年度までに約1,000地域で着手する」とされています。

・また、農業集落排水施設の老朽化や維持管理費の増加に対応するため、省エネルギー

機器等の活用による更新整備技術の確立が必要です。

政策目標
小水力等発電の再生可能エネルギーの導入に向けた計画作成を約1,000地域

で着手（平成28年度）

＜主な内容＞

１．小水力等発電の調査設計等への支援 ４７３（５７３）百万円
小水力等発電施設の整備に係る適地選定、概略設計、各種法令に基づく協議等の

取組を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：地方公共団体、民間団体等

２．土地改良区等技術力向上支援 ２２０（２００）百万円
小水力等発電施設の導入に係る土地改良区等の技術力向上のための研修会や専門

技術者派遣による現地指導等の取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

３．省エネ型集落排水施設実証への支援 １３８（１６１）百万円

（平成26年度補正予算 １００百万円）
農業集落排水施設の老朽化や維持管理費の増加に対応するため、省エネルギー機

器等の活用による更新整備技術の実証の取組を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

［お問い合わせ先：農村振興局農村整備官 （０３－６７４４－２２０９）］

［平成27年度予算の概要］
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小
水

力
等

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
導

入
推

進
事

業

農
業

水
利

施
設

の
適

正
な
維

持
管

理
を
確

保
す
る
た
め
用

水
路

の
落

差
等

を
活

用
し
た
小

水
力

等
発

電
の

導
入

を
促

進
し
ま
す
。

ポ
イ
ン
ト

◆
小

水
力

等
発

電
導

入
と
省

エ
ネ
ル

ギ
ー
化

推
進

の
た
め
の

ソ
フ
ト
支

援

・
小
水
力
等
発
電
施
設
の
整
備
に
係
る
適
地
選
定
、
概
略
設
計
、
各

種
法
令
に
基
づ
く
協
議
等
の
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

小
水
力
等
発
電
の
調
査
設
計
等
へ
の
支
援

【
4
7
3
（
5
7
3
）
百
万
円
】

①
土
地
改
良
区
等
の
技
術
力
向
上
の
た

め
の
研
修

・
発
電
施
設
導
入
・
運
営
の
主
体
と
な
る
土
地
改
良
区
等
の
技
術

力
向
上
の
た
め
の

調
査
設
計
、
施
設
整
備
、
運
営
管
理
等
に
関
す

る
研
修
会

の
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

②
専
門
技
術
者
派
遣
に
よ
る
現
地
指
導

・
専
門
家
派
遣
に
よ
る
発
電
施
設
の
整
備
・
運
営
管
理
等
の
現
地
指
導

の
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

・
今

後
増

加
す

る
農
業

集
落

排
水
施

設
の

更
新

整
備

の
た

め
の

省
エ

ネ
ル
ギ

ー
機

器
等
を

活
用

し
た
施

設
の
更

新
整

備
技

術
の
確

立
に

向
け

た
実

証
の
取
組
を

支
援
し

ま
す

。

■
補
助
率
：
定
額
（
基
本
設
計
は
１
／
２
以
内
）

■
事
業
実
施
主
体
：
地
方
公
共
団
体
、
土
地
改
良
区
等

農
業

水
利

施
設
を
活

用
し
た
小

水
力
発

電

研
修

会
の

開
催

農
業

水
利

施
設

を
活

用
し
た
小

水
力

発
電

等
の

導
入

に
向

け
、

平
成

2
8
年

度
ま
で
に

全
国

約
1
,0
0
0地

点
で

導
入

可
能

性
の

検
討

を
実

施
。

全
国

の
農

業
集

落
排

水
施

設
に
省

エ
ネ
ル

ギ
ー
技

術
の

普
及

を
図

る
。

土
地
改
良
区
等
技
術
力
向
上
支
援

【
2
2
0
（
2
0
0
）
百
万
円
】

省
エ
ネ
型
集
落
排
水
施
設
実
証
へ
の
支
援

【
1
3
8
（
1
6
1
）
百
万
円
】

■
補
助
率
：
定
額

■
事
業
実
施
主
体
：
協
議
会
等

■
補
助
率
：
定
額

■
事
業
実
施
主
体
：
民
間
団
体

頭
首

工
農
業
用
用
水
路

背
景
／
課
題

１
．

農
業
水
利
施
設
は
、
食
料
供
給
の
基
盤
で
あ
る
の
み
な
ら
ず
、
洪
水
貯
留
、
地
域
排
水
、
地
下
水
涵
養
等
に
寄
与
し
て
い
ま
す
が
、
ポ
ン
プ
運
転
等
に
必
要

な
電

気
料
金
の
値
上
げ
や
施

設
の
老
朽
化
等
に
よ
っ
て
維
持
管
理
費
が
増
大
傾
向
に
あ
り
、
施

設
の
適
正
な
管
理
が
困
難
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２
．

農
業

集
落

排
水
施

設
の
老

朽
化
や

電
気
料
金
等
維
持
管
理
費
の
増
嵩
が
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

目
標

現
地
指
導
の
実
施

【
平

成
2
7
年

度
予

算
概

算
決

定
額

：
8
3
0
(9
3
4
)百

万
円

】

高
効

率
汚

水
撹

拌
装
置

汚
水

処
理

施
設

汚
泥
濃
縮
装
置

高
効
率
エ
ア
レ
ー
シ
ョ
ン
装
置

【
平

成
2
6
年

度
補

正
予

算
：
1
0
0
百

万
円

】
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